
豊川市本庁舎等オフィス環境現況調査結果の概要 
 
 

１ 目的 
窓口空間や執務空間の使用状況、文書・物品の量、管理状況等に関する調査、分析を行い、機能性を重視したスリ

ムな庁舎実現の観点から、必要な延床面積を算定する。 

２ 調査 
窓口空間や執務空間で抱えている課題を把握するために、多面的な調査を実施した。 

●庁舎現状調査 ●会議室・相談室等調査 ●文書・物品等調査 

●各課特有諸室調査 ●業務関連度調査 

現状における各課の配置状況など執

務空間全般の状況や課題について実測

調査を行った。 

会議室・相談室等の利用状況を調査

し、新庁舎で必要な会議室、相談室及

び打ち合わせスペース等の数量並びに

必要面積を算出した。 

各課の現状の文書量・物品量を把握

するために実測調査を行った。また、

量的側面だけでなく文書等の課題を把

握するために、意識調査を実施した。 

各課の業務特性及び現状の執務環境

のどこに問題点が存在して、何らかの

改善することが効果的であるかを把握

するために、新庁舎に配置する部署を

対象にアンケート調査を実施した。 

各課の業務関連度（コミュニケーシ

ョンの度合い）を把握するために、他

のどの部署と近接した方がよいかを調

査し、相関関係を図式化した。 

３ 課題 

４ 新庁舎の基本的な考え方 

５ 必要面積の算出 

●窓口環境の課題 

・待合スペース、相談スペース、 

通路幅の不足 

 ・プライバシーの確保 

 ・乳幼児連れの来庁者への対応 

 ・バリアフリーへの対応など 

●執務環境の課題 

・執務室の狭あい化、柔軟性の欠如 

・会議室、相談室等の不足 

 ・情報セキュリティの保全 

 ・ＩＣＴ化への対応 

 ・避難動線の安全性確保など 

●文書・物品管理の課題 

・文書量、物品量の削減 

 ・書庫、倉庫の効率的な運用管理 

 ・同一物品の共有化など 

新庁舎の必要面積は ２２，１９８㎡ 

※豊川市では、新本庁舎の建設後も利用する庁舎施設（北庁舎、防災センター及び新分庁舎）

があることから、新庁舎の必要面積と、新本庁舎に必要となる面積は異なります。 

調査結果を基に、新庁舎の基本的な考え方を取り入れながら、本市の実

情を踏まえた新庁舎の必要面積を算出した。 

 

●業務特性・ 

職員意識調査 
各課が業務執行上必要とする諸室や

スペースについて、新庁舎に配置する

部署を対象にアンケート調査を行い、

必要面積の算出に反映した。 

執務面積 ６，６３５㎡ 

議会面積 １，０５０㎡ 

書庫・倉庫面積 １，１５５㎡ 

会議室 １，８６６㎡ 

その他（市民利用スペース・共用部等） １１，４９２㎡ 

合計 ２２，１９８㎡ 

※前提条件として、職員数は令和 12 年における想定職員数 1,000 人で算定。執務面積は部

長室を設置せず、デスクは部長職 1,800ｍｍ幅、次長職 1,600ｍｍ幅、課長職 1,400ｍｍ

幅、一般職 1,200ｍｍ幅で算定。また、書庫・倉庫面積は他の自治体の実態を踏まえ、文

書量・物品量の約４割の削減を設定するとともに、収納率の高い移動棚で算定。 
職員一人当たりの総文書量が他の自治体 

（7～9ｆｍ）と比べると、多い数値になって 

おり、総文書量の削減や書庫スペースの在り 

方を検討する必要がある。 

総文書量 12,836.3ｆｍ 

職員一人当たり 13.8ｆｍ 

※ｆｍとは文書量を表す単位で、文書を積み上げた時 

の高さで、1ｍ積み上がった状態が 1ｆｍです。 


